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位置づけ、地域医療支援システム構築にとっての民生委貞制度の可能   





























出所）厚生労働省（2010）を一部加筆・修正   
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る傾向にあるということである。“老老介護”や“老人の孤独死’■ が  
社会的問題として議論されている背景には、このような高齢者世帯が  




















Ⅲ 地域医療支援システムの構築に向けて  




て、民生委員に着目していく。   
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民生委員は、民生委員法に基づき各地方自治体が配置しなければな  
らない民間の奉仕活動者である。民生委員の職務は、民生委貞法第  
14条によって次のように定められている。   
①住民の生活様態を必要に応じ適切に把握しておくこと。   
②援助を必要とする者がその有する能力に応じ自立した日常生活を  
営むことができるように生活に関する相談に応じ、助言その他の  
援助を行うこと。   
③援助を必要とする者が福祉サービスを適切に利用するために必要  
な情報の提供その他の援助を行うこと。   
④社会福祉を目的とする事業を経営する者又は社会福祉に関する活  
動を行う者と密接に連携し、その事業又は活動を支援すること。   
⑤社会福祉法に定める福祉に関する事務所（福祉事務所）その他の  

















とに努める。第3に、民生委員は、地区や町内会にあるクリニックと   
67  
連携を図りながら、自らが担当する地域住民の健康管理や健康増進の  







2 タブレット型情報端末を活用した医療機関との連携   
民生委貞は、ほとんどが医療従事者ではない。つまり、先にも指摘  
したように、民生委員は“高度な情報媒介者”として地域住民と医療  





り、画像や動画を撮影することもできる。   
民生委員を活用し、タブレット型情報端末を利用した場合の地域医  
療支援システムのイメージを図2に示す。図2で示した地域医療支援  









た各医療模関では、医師や看護師、保健師などといった医療従事者が   
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地域医療支援病院または地域センター病院  
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ムースに紹介することが可能になる。   
これは現在、厚生労働省が中心となって取り組んでいる電子カルテ  
の標準化といった作業とも連動して全国での医療情報（厳密には、診  
療情報）の共有化にも大きな貢献をすることが期待できる。   
また、このシステムは不必要な、いわゆる“コンビニ受診” を未然  
に防ぐことも期待できる。民生委貞を通じて、常に健康情報が提携ク  
リニックに送信されているため、診療を必要としない受診を抑制する  
ことにも繋がる。これは、医療機関の負担軽減にもなり、円滑でかつ   
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効率的な医療行為を行うことにもなる。さらに、国の医療費の抑制に  













の“コンビニ受診” 問題に代表されるような、医療機関の負担軽減を  
実現することができるという可能性も示唆した。   
しかし、これらの構想を実現していくためには、いくつかの課題を  










産学官が連携となって、作業部会を立ち上げ、統制された社会実験の   
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6）北海道保健医療福祉計画により制度化された。地域センター病院は、   
「地域に必要な診療体制を確保するとともに、地域の医療機関への医師  
等の派遣及び技術援助、医師等を対象とした研修会の開催、無医地区   
等の巡回診療を行う」（北海道保健福祉部医療政策課、2006）役割を担  
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